
令和4年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業の活用状況

（単位：千円）

国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当
経費（Ｄ）

その他
（E）

1
庁舎等の安全・安
心確保事業

新型コロナウイルス感染防止のため、庁舎
等の窓口に消毒液等の設置、市役所本庁
の郵便物集計・発送業務における担当職員
の郵便物に触れる機会及び職員間の接触
を抑制するため、郵便物自動計数機を導入
する。

4,438 4,438 4,438 R4.4 R5.3

公共施設の感染症予防対策を図り、各施設
利用者や職員への感染リスクの低減につな
がった。また、郵便物自動計数機を導入し、
郵便物集計・発送業務における担当職員の
郵便物に触れる機会及び職員間の接触の
抑制により感染リスクの低減につながった。

2
庁内無線LAN環境
構築事業

新型コロナウイルス感染防止のため、庁内
のLGWAN無線LAN環境構築と併せ、持ち運
びが可能なノート型パソコンを導入し、職員
の分散業務への対応と、パソコンによる会
議の開催が可能となる新しい生活様式を実
践する。

90,311 90,311 90,311 R4.8 R5.3

本庁・支所のLGWAN無線LAN環境を構築
し、ノート型パソコンを導入した。これによ
り、会議時のパソコン持ち込みや分散勤務
が可能となり、職員間の接触が抑制され、
感染リスクの低減につながった。

3
職員のテレワーク
実施事業

新型コロナウイルス感染防止のため、外出
自粛や３密に配慮した市役所のテレワーク
体制を確保する。

5,116 5,116 5,116 R4.4 R5.3

テレワークシステムの活用により、パンデ
ミックによる外出自粛や3密に配慮した市役
所のテレワーク勤務体制を確保し、他人と
の接触が抑制され、感染リスクの低減につ
ながった。

4
光ネットワーク有線
化環境整備事業

新型コロナウイルス感染症の影響により、
在宅勤務や在宅学習などでインターネット通
信量の急増によるネットワーク環境への負
荷をおさえるため、無線区域を有線化するこ
とで市内全域の通信を安定させ、新たな暮
らしのスタイルを確立するための環境整備
を行う。

16,861 16,861 16,861 R4.11 R5.3

無線通信により安定していなかった本市イ
ンターネット環境の一部（3地域39世帯）を有
線化することにより、市内全域の通信を安
定させることができた。それに併せて当該地
域において安定した在宅勤務や在宅学習が
実施できる環境を整備することができた。

5
窓口の感染防止対
策事業

窓口での新型コロナウイルス感染防止対策
のため、受付予約システム及び、タブレット
による証明書交付サービスを導入する。

1,079 1,079 1,079 R4.4 R5.3

タブレットによる証明書交付サービス導入に
より、コンビニ交付へつながる啓発を行うこ
とで、窓口の混雑を減らす取組を行った。
また、受付予約システム導入により、窓口に
とどまる時間を短縮させ、利用者や職員な
どの感染リスクの低減につながった。
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6
再生可能エネル
ギー設備等導入事
業

コロナ禍において原油価格・物価高騰に直
面する生活者の支援を目的に、R4.7.20以降
に契約した太陽熱温水器、省エネ型給湯器
及び住宅用太陽光蓄電池の設置費用を予
算の範囲内で補助する。

13,400 13,400 13,400 R4.7 R5.3

原油価格及び電気、ガス料金等の高騰の
影響を受けた市民の負担を軽減するととも
に、地球温暖化防止を目的とした再生可能
エネルギー等の普及促進を図ることができ
た。
【補助件数：太陽熱温水器15件、省エネ型
給湯器99件、蓄電池設備20件】

7
障害者入所施設感
染対策事業

障害者入所施設における感染症対策支援
のため新型コロナウイルス感染症予防対策
物品を購入する。

81 81 81 R4.7 R5.1

障害者入所施設での新型コロナウイルス感
染症の拡大に備え、必要なガウン等を購入
し、当該法人で緊急対応できない場合の支
援に備えることができた。

8
保育所感染防止対
策事業

市内保育所での感染症対策支援のため、
新型コロナウイルス感染防止資材の購入及
び換気対策を実施する。

2,335 2,335 2,335 R4.7 R5.3

保育所に消毒用消耗品や抗原検査キットを
配布し、施設での感染拡大防止を図った。
また、保育所の空調機を清掃することによ
り、感染リスクの低減を図った。
【対象施設：6施設】

9
児童クラブ感染防
止対策事業

児童クラブ11施設で、新型コロナウイルス感
染症予防対策物品を購入する。

1,099 1,099 1,099 R4.7 R5.3
児童クラブの施設に消毒用消耗品や抗原
検査キットを配布し、感染防止を図った。
【配布施設：11施設】

10
健康づくり事業に
おける感染防止対
策事業

健康づくり事業及び災害時の新型コロナウ
イルス感染予防対策のための消耗品を購
入する。

1,802 1,802 1,802 R4.7 R5.3

アルコール消毒液、抗原検査キット、マスク
等を購入し、健康づくり事業時に感染拡大
防止対策を図った。また、大きな災害を想定
して抗原検査キットも備えることができた。
（820本購入、218本使用済）
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11
子ども・子育て支
援交付金

新型コロナウイルス感染防止のため、乳幼
児等の保護者とオンラインで育児相談等の
子育て支援ができる体制を確保する。

355 355 43 269 43 R4.4 R5.3
オンラインでの育児相談ができる環境を整
え、育児不安の解消及び感染リスクを回避
を図った。

12
母子保健事業にお
ける感染防止対策
事業

母子保健事業の各健診、相談、教室等を実
施するにあたり、新型コロナウイルス感染予
防物品を購入する。

108 108 108 R4.7 R5.2

母子保健事業の各健診、相談、教室等を実
施するにあたり、フェイスシールド、手指消
毒液等の感染予防物品を購入し、感染対策
を図ることができた。

13
総合検診事業にお
ける感染防止対策
事業

総合検診において検温・健康チェック等の実
施し、新型コロナウイルス感染予防対策を
徹底する。

126 126 126 R4.7 R4.8

総合健診の受付前健康チェックや手指消
毒、パーティション設置等を感染防止対策と
して実施し、総合健診受診者の感染リスクを
低減し、安心して健診を受けていただけた。

14
高齢者入所施設感
染対策事業

高齢者入所施設における感染症対策支援
のため新型コロナウイルス感染症予防対策
物品を購入する。

75 75 75 R4.7 R5.1

市内の介護保険施設に使い捨てガウン、使
い捨てヘアキャップの配布を行い、施設利
用者、介護従事者の感染リスクの軽減につ
ながった。

15
スマート農業技術
実証調査助成事業

新型コロナウイルス感染症収束後を見据
え、水稲担い手事業者の省力化、収穫量の
向上、所得向上を目的に、スマート農業技
術の実証調査を行う。

683 683 683 R4.5 R5.3

収束後を見据え、スマート農業技術（生育診
断、アシストスーツによる作業負担軽減、ド
ローンを活用した畦畔傾斜マップの作成に
よる畦畔管理技術導入）が中山間地域で活
用が可能であるか実証実験を実施し、今
後、農業者が導入の検討をする際に役立て
ることができる実証結果を得ることができ
た。
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16
観光施設感染防止
対策事業

市の観光施設を、新型コロナウイルス感染
症対策・防止のための施設改修工事を行
い、観光客が安心して施設を利用できるよう
にし、施設を改修することで、入込客数増を
目指し、地域経済の活性化につなげる。

35,523 35,523 35,523 R4.9 R5.3

市の観光施設の施設改修を行うことで、新
型コロナウイルス感染症対策を講じることが
でき、観光客が快適に安心して利用できる
ようなった。併せて、入込客数の増加による
活性化につながった。
【対象施設：2施設】

17
原油価格高騰対策
事業者支援事業

コロナ禍における原油価格高騰の影響を受
ける市内事業者に対して、事業用燃料代の
価格高騰分を助成することにより、事業者
の負担軽減を図る。

15,881 15,881 15,881 R4.7 R4.12

新型コロナウイルス感染症及び原油価格高
騰の影響を受ける市内事業者に対して、事
業で使用する燃料代を支援することにより、
事業者の負担軽減を図ることができた。
【助成件数：128事業者】

18
デジタル田園都市
国家構想推進交付
金

新型コロナウイルス感染症の拡大を契機に
新しい働き方等の意識・行動の変容が見ら
れることを踏まえ、地方でのテレワーク等推
進を図り、企業の誘致、雇用の促進等へつ
なげ、地域の活性化を図る。

28,330 28,330 21,247 7,083 R4.7 R5.3

進出企業及び進出予定企業を対象に、地元
に定着を図り、地域課題解消となる企業活
動の推進を支援を行い、企業進出につな
がった。
【進出企業：3社】

19
消防職員の感染防
止対策事業

新型コロナウイルス感染防止対策用品等の
購入、換気設備改修等により消防職員の新
型コロナウイルス感染防止対策を図る。

6,633 6,633 6,633 R4.6 R5.2

消防職員が罹患すると、代替人員の確保が
困難であり業務の継続が不可能となる。今
回、感染防止衣等の使用により、救急隊員
の感染リスクが低減され、支障なく救急活動
が行えた。また、庁舎内の換気設備改修等
により、職場全体の新型コロナウイルス感
染防止対策が図れた。

20 分散勤務推進事業
新型コロナウイルス感染防止のため、小中
学校における電子決裁を導入し、分散決裁
事務等を図る。

1,276 1,276 1,276 R4.10 R4.11

小中学校の校長室に電子決裁端末用の
ネットワーク配線を整備する事により、電子
決裁処理の為の移動を不要とし、感染リス
クの低減に繋げた。
【対象施設：14校】
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21 給食費補填事業

新型コロナウイルス感染症による児童生徒
の欠席・学校の臨時休業時も保護者が負担
している給食費を給食会計に補填すること
で、その分の給食費を免除（教職員分は除
く。）し、保護者負担の軽減を図る。

897 897 897 R4.4 R5.3
給食会計に補助金を交付する事で、給食会
計への支援と保護者の負担軽減を図ること
ができた。

22
生活支援給付金給
付事業

新型コロナウイルス感染症が長期化する
中、原油価格や物価高騰の影響を踏まえ、
「住民税非課税世帯等に対する臨時特別給
付金」の対象とならない世帯のうち、令和4
年6月1日時点で安芸高田市の住民基本台
帳に記載され、令和4年度住民税均等割の
み課税世帯に対し、生活・暮らしを支援する
ために、1世帯あたり50,000円支給する。

40,864 40,864 40,864 R4.8 R5.3

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて
いる住民税均等割のみ課税世帯へ給付金
を支給し、市民の生活と暮らしを支援するこ
とができた。
【支給件数：772件、給付率：97.6％】

23
飼料価格高騰緊急
対策事業

新型コロナウイルス感染症が長期化する
中、ウクライナ情勢及び原油価格の高騰並
びに円安の影響を受け、飼料価格が高騰し
畜産農家の経営が逼迫しているので、令和
3年7月1日から令和4年6月30日の間に購入
した輸入乾燥牧草に対し、1トン当たり3,500
円支給する。

7,948 7,948 7,948 R4.9 R5.2

輸入乾燥牧草の購入に要する費用の一部
を補助し、経営がひっ迫する畜産農家の負
担緩和につながった。
【補助件数：26件】

24
教育支援体制整備
事業費補助金

市立幼稚園において、新型コロナウイルス
感染症対策に必要となる用品を購入し、感
染症対策を徹底する。

204 204 100 104 R4.4 R5.3
感染症予防対策を徹底し、園児や職員など
の感染リスクを低減させることができた。

25
電力・ガス・食料品
等価格高騰緊急支
援給付

物価・賃金・生活総合支援対策として、コロ
ナ禍における電力・ガス・食料品等の価格
高騰による負担増を踏まえ、特に家計への
影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世
帯等）に対して、1世帯あたり2万5千円を支
給する。

92,432 92,432 92,432 R4.10 R5.3

特に家計への影響が大きい住民税非課税
世帯等に対し、国が支給する5万円に、市独
自に2万5千円上乗せして支給することによ
り、低所得世帯への支援を行った。
【給付世帯：3,644世帯】
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26
修学旅行キャンセ
ル料助成事業

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴
い、修学旅行先や日程の変更などで発生し
たキャンセル料を保護者に助成することで、
家計を支援する。

259 259 259 R4.4 R5.1

新型コロナウイルス感染症拡大防止の対応
として、修学旅行の日程を延期したことによ
り発生したキャンセル料を保護者へ助成し、
保護者の負担を軽減した。
【対象施設：1校】

27
防災活動支援事業
（避難所設備整備
事業）

避難所における新型コロナウイルス感染症
の感染防止のための消毒液の設置、分散
避難のための車中避難者に対する資機材
の整備を行い、感染症防止策を徹底する。

9,414 9,414 9,414 R4.12 R5.2

避難された方や避難所運営職員等の感染
リスクの低減につながった。また、車中避難
用の資機材の整備により、分散避難につな
げることができた。
【設置施設：一般避難所 全37施設】
【整備施設：車中避難所 8箇所】

28
事業者電気代高騰
支援事業

コロナ禍における電気代高騰の影響を受け
る市内事業者に対して、事業で使用する電
気代の価格高騰分を助成することにより、
事業者の負担軽減を図る。

72,532 72,532 57,172 15,360 R4.12 R5.3

電気料金高騰の影響を受ける市内事業者
に対して、支援金を給付することにより、事
業者の負担軽減を図ることができた。
【助成件数：269事業者】

29
学校保健特別対策
事業費補助金

児童生徒の安心安全な学習環境を確保し
つつ教育活動を継続するため、学校の新型
コロナウイルス感染症対策に必要な衛生用
品等を整備し、教育活動の円滑な運営に務
める。

1,143 1,143 571 572 R4.4 R5.3

学校で使用する保健衛生用品等を各学校
に必要な物品、適切な量を整備し、児童生
徒が安心して学習できる環境を確保した。
【対象施設：14校】

30
図書館パワーアッ
プ事業

在宅時間の充実のため図書資料を充実さ
せるとともに、図書館の新型コロナウイルス
感染症の感染防止対策を行い、安心・快適
な利用に繋げる。

1,112 1,112 1,112 R4.12 R5.3

在宅時間の充実のため、DVDや児童書等
の図書資料の収集を行った。また、新型コロ
ナウイルス感染症の感染防止対策を行い、
図書館内を安心・快適な利用できる環境を
整えた。
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31
社会体育施設感染
対策事業

温水プールの3密対策を実施し、ウィズコロ
ナに対応した空間の確保と、市民が安心し
て利用できる運動環境を整える。

1,168 1,168 1,168 R4.12 R5.3

安芸高田市温水プールの更衣室等へ空気
清浄機（3台）、水着脱水機（2台）を設置する
ことで感染症予防対策を図り、施設の利用
者や職員が安心して利用できる運動環境を
整えることができた。

32
妊娠出産子育て支
援交付金

コロナ禍において、全ての妊婦・子育て家庭
が安心して出産・子育てができる環境を整
備するため、伴走型相談支援と一体的に、
妊婦・子育て世帯等に対し出産・子育て応
援交付金を交付する。

12,713 12,713 8,475 2,120 2,118 R4.4 R5.3

物価高騰のなかで、応援交付金を妊婦・子
育て世帯に対し給付することで、経済的支
援を図ることができた。
【給付件数：出産応援160件、子育て応援94
件】

33
小中学校と家庭と
の遠隔授業推進事
業

新型コロナウイルス感染症の影響で、学校
の臨時休業や休暇の期間中も切れ目のな
い学習環境を提供するため、遠隔授業等に
必要な支援を行う。

5,134 5,134 5,134 R4.4 R5.3

遠隔授業などで使用するICT機器の操作等
を支援するICT支援員を配置し、臨時休業
等の緊急時においても、子どもたちの学び
を保障する環境を整備した。

34
下水道料金支援事
業

下水道事業において、コロナ禍における原
油価格高騰の影響を受ける電気代の高騰
分を補助し、下水道料金の値上げを抑える
ことで、使用者（生活者、事業者）の負担の
軽減を図る。

10,001 10,001 10,001 R4.4 R5.3

下水道処理施設(4施設)の電気料金を補助
することで、光熱水費の上昇を抑え維持管
理費の軽減を図り、使用者(生活者・事業者)
の負担を抑える事が出来た。

35
上水道料金支援事
業

水道事業において、コロナ禍における原油
価格高騰の影響を受ける電気代の高騰分
を補助し、水道料金の値上げを抑えること
で、使用者（生活者、事業者）の負担の軽減
を図る。

13,009 13,009 13,009 R4.4 R5.3

水道施設の電気料金を補助することで、光
熱水費の上昇を抑え維持管理費の軽減を
図り、使用者(生活者・事業者)の負担を抑え
る事が出来た。

494,342 494,342 30,436 446,385 17,521 0合計
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